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　今般のウクライナ情勢は、かつて日本が
はめられたのと同じやり方でロシアを戦争
に引きずり込もうという英米の策略だ。
　そもそも、冷戦終結に際し「もし米国が
NATOの枠内でドイツに駐留できるのなら、
1cmたりともNATOの軍事的管轄が東に拡
張することはない」と当時のベーカー国務
長官がゴルバチョフ大統領に約束してソ連
解体を迎えることになった。ところが、ソ
連解体以降、1999年に3 ヵ国（ポーランド・
チェコ・ハンガリー）、2004年に7 ヵ国（ス
ロバキア・ルーマニア・ブルガリア・バル
ト三国やスロベニア）、2009年に2 ヵ国（ア
ルバニア・クロアチア）、2017年モンテネ
グロ、2020年に北マケドニアらも加わり、
米国のミサイル防衛網（MD）をこれら
NATO加盟国に配備した。さらに2003年、
バラ革命によりグルジア政府転覆、反ロシ
ア政権樹立。2004年、オレンジ革命によ
りウクライナ政府転覆、2005年、チュー
リップ革命によりキルギス政府転覆。これ
らカラー革命と呼ばれる東欧の政体転覆や
アラブの春による政府転覆は、英米による
特殊作戦だ。そして、2014年のウクライ
ナ「ユーロマイダン革命」は、完全なる米
国グローバリストによる革命だった。アメ
リカ元国務次官ポール・クレイグ・ロバー
ツ博士はつぎのように言っている。「西ウ
クライナの抗議行動は、アメリカ政府と
EUから資金を得ている非政府組織（NGO）
によって組織されている。アメリカ政府に
とって、狙いは、ウクライナで、アメリカ
の銀行と大企業による掠奪ができるように
し、アメリカ政府がロシア国境に更に多く
の軍事基地を得られるようウクライナを
NATOに引き込むことだ。ウクライナで“危
機”をでっちあげるネオコン国務次官補の
ビクトリア・ヌーランドは、2013年12月
13日、ワシントンの記者クラブで、ウクラ
イナでの扇動にアメリカは50億ドル“投資
した”と語った。アメリカやEUから資金
提供を受けているNGOは、人権擁護団体を
装う。だまされた抗議行動参加者は、EU
加盟がウクライナ独立の終焉であり、ブリ
ュッセルのEU官僚や、ヨーロッパ中央銀
行と、アメリカ大企業に支配されることを
意味するのが分からないのだ」と。
　米国のグローバリストにつくりあげられ
たウクライナ大統領ゼレンスキーの使命
は、ロシアを戦争に引きずり込むことだ。
そのために、ゼレンスキーは、殺人罪で収
監されていたネオナチのアンドレイ・ビレ
ツキーを恩赦釈放、民兵集団「アゾフ大隊」
を組織し、ドネツク及びルガンスにおいて
ロシア人を襲撃・殺害を繰り返す。ビレツ
キーは2014年に国会議員の席も獲得して
いて、資金源はウクライナ政府のほか、国
内外のオリガルヒ（グローバリスト）とさ

れ る。 国 連 の 人 権 高 等 弁 務 官 事 務 所
（OHCHR）の2016年2月〜5月の報告書で
は、以下のように記している。「2014年4
月中旬から2016年5月15日まで、OHCHR
は、ウクライナ軍、民間人、および武装グ
ループのメンバーの間で、ウクライナ東部
の紛争地域で30,903人の死傷者を記録し
た（うち9,371人が死亡、21,532人が負傷）。
ウクライナ当局によって拘留された何百名
もの武装反乱グループと民間人は、拷問・
虐待されており、適正な手続きと公正な裁
判の権利の違反に直面し続けている。（中
略）ウクライナ当局は、紛争下に生きる人々
の基本的自由と社会経済的権利へのアクセ
スを排除、制限する政策を採用することに
より、頻繁に非差別の原則に反している。
ウクライナ政府は紛争地帯に対し人権の補
償や、多くの国際条約の義務を放棄してい
る」。これらを受けて2018年、米国議会は
アゾフ大隊をネオナチ系機関と認定、軍事
支援を禁じたが、他方で支援継続が議会で
承認されていた。2019年には40人の米国
会議員が、米国国務省にアゾフを外国のテ
ロ組織に指定するよう求めたが、受理され
なかったことがあった。 日本公安調査庁は

「ウクライナの極右ネオナチ組織『アゾフ
大隊』に2,000名の欧米出身者が参加」と
報 告 し て い る（『 国 際 テ ロ リ ズ ム 要 覧
2021』より）。しかし、今回のウクライナ
問題が生じた途端、日米とも、これらの公
式記録を全部破棄した。
　そして、かねてより、プーチン大統領が

「ウクライナにNATO兵力を配置するのはレ
ッド・ラインを超えることになる」と警告
していたのにもかかわらず、2021年3月以
降、NATO加盟国の軍艦がオデッサに入港、
米軍はウクライナと大規模な合同演習を行
いロシアを挑発。10月、米軍はウクライナ
国内に180基のミサイルを配備した。10月
末、ロシアはウクライナ国境付近に部隊を
移動させ、プーチンは改めてNATOに「レ
ッドラインを超えるな」と警告した。12月
にはバイデンは300名の軍事顧問団（82空
挺師団）を派遣ウクライナ軍の訓練を開始
した。ウクライナのゼレンスキー大統領は、
外国人部隊の国内駐留を認め、市民権まで
与えるとし議会にも承認させた。今年1月、
ネオナチ部隊「アゾフ大隊」を含むウクラ
イナ軍15万名がドンバスに集結。この頃ま
でのドンバス独立派側の死者は3万人に及
ぶ。ウクライナ人による在ロシア人に対す
るホロコーストが起こった。1月16〜17日
にブリュッセルで開催されたNATOの国防
相理事会では、「ウクライナが自己防衛能
力を引き上げるのを支援する」として武器
や資金供与を通じてウクライナを支える姿
勢を強調し、地理的にロシアと近い国々の
防衛強化を進める方針を打ち出した。その

直後19日には、ゼレンスキー大統領がブタ
ペスト合意に言及し、「ウクライナの核武
装の意図」と取られるような発言。そして
ウクライナ軍がドンバスに向けて数百発を
砲撃を開始した。
　このようなNATO の長年にわたる挑発に
耐えてきたプーチン大統領だが、今回は決
断をした。ロシアは2月21日、ドンバス（ド
ネツク州とルガンスク州）の独立宣言を承
認、友好国として待遇した。2月24日、プ
ーチン大統領はテレビ演説で、ドンバス共
和国の首脳からの要請に応えて「ウクライ
ナ政権による8年間の大量虐殺に苦しんで
いる人々を保護するために、特別な軍事作
戦を実施することを決定した」と述べた。
同時に「モスクワにはウクライナの領土を
占領する計画はない」とも強調した。
　プーチン大統領は、今回の軍事作戦の目
的について、「キエフ政権によって行われ
た屈辱と大量虐殺に8年間直面している
人々を保護すること。この目的のために、
私たちはウクライナの非軍事化と非ナチ化
を目指し、ロシア連邦市民を含む民間人に
対して多数の血なまぐさい罪を犯した人々
を裁判にかける」ことだと述べている。そ
して、ロシア軍は、作戦開始当初より順調
に作戦を進めた。プーチン大統領は、当初
から全面戦争は避け、ルガンス州とドンバ
ス州の2州とウクライナからロシアに編入
したクリミア、このエリアだけをウクライ
ナから解放するという作戦をやっていたわ
けだが、意外と早くその軍事作戦は完了し
て、今は、国際戦争法規違反の外国人民兵
等に対する戦争裁判も終わり、国民投票で
これらの地域がロシアに編入された。これ
で作戦が完全に終了したわけだ。日本のメ
ディアが言ってるように、ウクライナ軍が
反撃して押してるという状況はいっさいな
い。ロシア軍が後退したのは目的の2州を
解放する為、軍事的には範囲を広げて前へ
出て、最終的には作戦を終了したので下が
っただけだ。
　政治経済の面では、今回アメリカがロシ
アに経済制裁したことによって、アメリカ
よりもロシアの経済の方が強くなった。つ
まり、プーチンの方が賢いということだ。
プーチンは、すぐに金とルーブルをペグし
て金本位制を確立。さらにサウジやOPEC

（石油輸出国機構）加盟国に打診してOPEC
プラスという枠組みを機能させた。これに
よって、ドルが基軸通貨として実権を握っ
ていたペトロダラーシステムを壊したわけ
だ。今はドルじゃなくても、中国元でもル
ーブルでも、ほかの通貨でオイルが買える
ようになり、ドルを持ってる意味がほとん
どなくなってしまった。ニクソンショック
以来。金本位制を取ってないドルは何の兌
換性（だかんせい）もなく紙切れになる可

能性がある。だから、為替相場を見たら一
目瞭然だが、戦争前が1ドル=85ルーブル
だった相場が、ロシアが金本位制を打ちだ
した途端、65ルーブルまでルーブルが逆転
して、それ以降は、ルーブルの価値は圧倒
的に強くなったままだ。ということは、国
際社会は、ルーブル（ロシア）の方がドル（米
国）より強いとみているということだ。
　それと、スイフトという決済銀行システム
からもロシアを追い出したが、逆にロシア
と中国が新しい決済システムを作り、他の
国もそっちへ移行し、西側諸国が作ってた
決済システムが逆にスカスカになってきた。
そして、ブリックスなどは、米国抜きの経済
圏を作り始め、国連でも今アメリカの提案
に賛成する国よりもロシアの提案に賛成す
る国の方が圧倒的に多い状況になっている。
　何よりも、ロシアは石油、天然ガス、ウ
ランなどの資源を持っているから強い。シ
ェールを除いたら世界一番の産油国がロシ
アで、OPECやイランとオイルで連携を組
み、天然ガスでも世界第１位の産出国ロシ
アが世界第2位のイランとも手を組んだ。
今は、ヨーロッパがロシアからエネルギー
買わなくても、それ以上に大量の消費をす
るインドや中国がロシアからエネルギーを
買ってくれるもんだから、もうヨーロッパ
に売らなくてもよくなっちまった。つまり、
経済とか政治状況は、完全にプーチン大統
領の計画通りに進展していて、アメリカや
NATO諸国がロシアより有利なのは軍事し
かない状況だ。だから、英米は絶対にロシ
アに戦争をやめさせように大量に武器をウ
クライナにつぎ込んでいる。しかし、その
戦争でもロシアに勝てるかといったら、ロ
シアは、ゼレンスキーの挑発には乗らず、
やるなら核戦争も辞さないという態度をと
っているので、英米の考える様には進展し
ていない。
　このような状況の中、日本政府は、すべ
て米国から提供された情報に依存した状態
で世界を見ているものだから正しい判断が
出来ない。国民もまた、占領下の情報検閲
下の体制をそのまま引き継いだメディアの
情報しか報道されない中で、自立した思考
が出来ない環境に置かれている。戦後の高
度経済成長期やバブル期は、そうした情報
統制下にありながら、日本国民は大きな問
題に直面して来なかったことで、これに対
する問題意識さえ失いかけている。また、
第2次安倍政権下に成立した「平和安保法
制」には「米国が攻撃されればわが国の存
立が脅かされる」とする「存立危機事態」
という概念が書き込まれ、それほどまでに

「米国なしにはわが国は存立できない」と
いう考えが浸透し、政府、メディア、御用
学者は中国やロシアの脅威ばかりを主張し

「日米同盟以外に我が国は守れない」とし

て自ら選択肢を断ち切っている。
　日米同盟さえあれば、日本は安全と思っ
ていたのだろうが、今の状況は正反対だ。
日米同盟によって日本は無くなる可能性が
高くなった。このまま米国とNATOがロシ
アに対して戦争を挑発し続ければ核戦争が
起こることは必然だ。核は1回使ったら限
定では終わらない。核という武器が他の武
器と違うのは、お互いの核に向いてるんで、
先につぶされるとゼロになってしまうから
先制攻撃が核戦争の基本的な考え方だ。仮
に先にボタンを押された場合は、相手のミ
サイルが地上に着く前に発射しないと核攻
撃能力がゼロになる。だから、相互確証破
壊という状況が生起する。核戦争になった
ら必ず両方が被害を受ける。
　現状は、歴史上最も核戦争の可能性が高
い状況にある。ロシアの核が6,255、アメ
リカが5,550あるが、大方はまず相手の核
基地に向けられてるわけだから、核基地以
外の所に向けられている核はほとんどな
い。日本に核ミサイルが飛んでくるとすれ
ば、アメリカが日本に核を持ち込んでいる
場所に撃たれることになる。横須賀とか横
浜とかだ。
　米露戦争が始まったら、アメリカは日本に
対して「存立危機事態」を根拠に防衛出動
をかけろと言うに決まってる。つまりロシア
に宣戦布告しろと。それを岸田さんが断れ
るわけがない。そうなると、日本はロシア
から全く攻撃されていなくても、アメリカと
いっしょにロシアと戦うという構図になる。
もちろん、日本はロシアに対して攻撃する
ような能力はまったくないが、アメリカは当
然のごとく、日本国内からロシアに対して攻
撃する。軍事的には日本の地理的ポジショ
ンはロシアを攻撃しやすいしイージスシステ
ムも日本にはあるからだ。米国が日本の領
域から核攻撃をすると、ロシアは自動的に
日本に核攻撃をすることになる。
　自律した判断ができる政府国民と自主防
衛能力を持たないとこんなことになるん
だ。こんな主体性のない戦争に日本の戦闘
者は関わらないのが大事だ。これは日本の
ための戦争ではない。日本を潰すための戦
争だ。何のために戦うのか。日本の戦闘者
だったら戦うべき時と場所をちゃんとわき
まえていなくてはいけないぜ。

荒谷 卓（あらや たかし）
生年月日：昭和34年秋田県出身
略歴：昭和53年東京理科大卒、陸上自衛
隊に入隊、第19普通科連隊、調査学校、
第1空挺団、第39普通科連隊、陸上幕僚
監部防衛部、防衛局防衛政策課戦略研究
室等に勤務。平成16年特殊作戦群初代群
長に就任。平成20年依願退職（1等陸佐）。
海外留学：ドイツ連邦軍指揮大学及び米
国特殊作戦学校。
平成21年9月〜30年10月、明治神宮武道
場至誠館館長。
平成30年11月三重県熊野市に「国際共
生創成協会：熊野飛鳥むすびの里」設立、
代表を務める
著書：『戦う者たちへ』『サムライ精神を
復活せよ』『特殊部隊vs.精鋭部隊─最強
を目指せ』並木書房／『自分を強くする
動じない力』三笠書房
熊野飛鳥むすびの里のHPアドレス　
https://musubinosato.jp/

国際共生創成協会 熊野飛鳥むすびの里
代表：荒谷 卓日

本
の
戦
闘
者

対ロシア制裁（青）・非制裁国（灰）。

次号.indd   26-27 2022/10/31   16:45


